












現ft、月本 には200万人以上の外国人が居住 し、「単.一民族(一{1家」 と言われる日本社会の





しか し、 日本に外国人が労働者 として移入 した歴史を振り返れば、それは外国人崖留地を
設けた明治初期.に遡 り、さらに日本社会が初めて多数の外国人労働者の移人を経験 したのは、
1910年の 日韓併合から1945'Fの太平洋戦争敗戦に.かけての ことである。この時期の外国人
労働者 とは、多様な国籍から構成 される現在の外国人労働者 とは異な り、主には 「大 日本帝
国Jが 植民地 とした朝鮮半島か ら、日本 「内地」に渡航 した朝鮮 「外地人.」であ.った3。「外
地人」 は建前 ヒは 「大 日本帝国臣民.1であったかもしれないが、実情は、言語 ・習慣 を異に
した外国から、渡航許可書又は国籍証明書4を取得 して渡航 した人々であった。1.910年代の
目本経済は、第一・次世界大戦による好況で、海運業 ・重化学工業 ・紡績業が飛躍的に発展 し、
1920年代はその反動で戦後不況に陥 り、大手財閥への資本集中が進行する。1920年代は官
業 ・財閥大企業とそれに従属する中小 ・零細企業が甥個に労働市場を形成する 「目本型労働
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市場」の創成期であ り、朝鮮 「外地人」はその.大多数が低貸金 ・重労働分野に就労し、下層
労働 市場に組み込 まれていた。戦後、「在 日朝鮮.人問題一iが語 られ る際、軍事体制下の強制
労働が強調 される傾向があり、その事実 を舎定す る意図はないが、かかる事情からか、1910




者移動、 また日本人の植民地 「外地Jを 含む外国移出も200.万人を超え、かつてない多くの
労働者の移出入 を経験 した時代であった。現在 まで残 る 「在 日韓国 ・朝鮮人問題」、199(}年
の入管法改正以降 日本に還流 してきた 「日系南米人問題」 も、ルーツはこの時期に始まる。
その一方で、戦前は、地理的に近 く人口大国である中国からの労働者移入は限られていた。
そこには、明治初期か らの日本の入管法制が大 きく影響 していると思われる。
以.上の問題意識を踏 まえ、本論文の目的は、第一に、 日本の入管法制の歴史とその社会的





国、それに引 き続 く在留ならびに出国を規制する法規則の総体。.現行国内法では 「出入国管
理及び難民認定法」である。次に、狭義は、(b)外u入の活動 を直接規制する(a)と、人





最広義で(d)た とえ明示の差別規定がなくて も、現実の社会関係に 一fitする差別を立法に
より禁止せず、それにより体制の中で法が容認する関係と して差別 を是認 している場合、そ
れ らの現実に存在する差別構造は消極的法制度 としての入管法制 と表象 さ.れる。そして、現
実に入管の対象 とされる.人々 は、 しば しば(の(a>の レベルで入管をとらえていると指摘









されるまでの約220年間、「四u」 と呼ばれ る.、長崎 ・薩摩 ・対馬 ・松前がその貿易の中心
であった。長崎では中国 ・オランダとの官営貿易、薩摩では島津氏による琉球 との通商、対




労働者の国際移動が実現 していた。近IIIでは、疲弊 した清国からの労働者の海外移住 が
1840年代に始まり、19世紀後半には中国人労働者排斥法 が豪州 ・米国などで施行 されてい




浜 ・長崎 ・函館 ・神戸 ・新潟の5港 開港を決め、藝本は関税 白主権 を持たず、条約相手国の
tr外 国人にはa本 の法令を適応せず、[本 に滞在するその本国領事が本国の法律に則り裁
判をする権利を有する治外法権を認めた。翌1859年には外G人 居留地が設けられ、一廓の
お雇い外国人が居留地外に住んだのは例外措置 として、外国人の居住地域、旅行などは制限
された。当時は治外法権の有無が外国人の"{、 就労制限 と密接に関わっており、清国人 も
187ユ年の目清修好条規 より治外法権を有 していた。
その後、条約改正により治外法権の撤廃が決まると、1899年「勅令第三百五 卜二号」によ





内労働者 と激烈な衝突 を起こすであろう。二、清国入の賃金は低廉で、目本で工業 を興 そう





ル、幼女誘拐、人身売買、衛生問題、アヘ ン吸引などの問題があり、秩序 ある生活 を送 るの
は到底望めない。以上の考 えか ら、移入制限を強 く主張 した。これに対 して外務省は、..・、







口がいる巨大市場であり、日本の商品を買 う顧客 とすべ.きである。七、清国人の感情 を害す
るだけでなく、今後の外国における排 日移民運動にも影響する。以上の理由を挙げて、清国
人に対する移入制限に反対 している。双方の主張から勅令案が数回訂正 され、最終的 には、
「(略)特定ノ職業ヲ有 スル者二限 リ之 レカ雑居を禁スルノ制ヲ採ル ノ妥当ナルヲ認 ム」 とい
う内務省の主張が通り、....一、前科者。二、公安若.しくは風俗を害する者..三、生計の立てら
れない者、又は帯同家族を扶養す る能力のない者。.四、家事に使役する:者を除 く外職工その
他労働.者。五、ii'物商、質商、茶商、旅館 ・飲食店ca場 そ.の他客の来集を目的とす る営業、
雇用にかかわる間接業、両替業。六、前各種 に該当 しない、日本居住二年に満たない者。以
.上の外国人は労働許可が必要 とされた。 この 「勅令第三百五 〇.二号一1の対象は 「条約者ハ慣
.行二依 リ居住 ノ自由ヲ有セサル者 ト従前 ノ居留地及雑居地以外二於テ居住、移転、営業其ノ
他ノ行為ヲ為スコ トヲ得但 シ労働者ハ特二行政官庁 ノ許可ヲ受 クルニ非サレバ(略)」 とあ
り、条約 ・慣行により居住の自由を有 していた朝鮮人は対象外であり、清国人の規制 を目的
とする勅令であった。特に、家事労働以外の外職工 ・その他労働者の制限は、欧米が経験 し
た中国人労働者大量移入が日本では起 きなかった大 きな理由であろう。不法就労する中国人




と思われるi。 この時期、 日本にとってのr外iii人労働者」とは、地理的に近 く4億 の人1..」
を持つ中国人、そ して、やはり地理的に近 くe本 に村 して領事裁判権を有することがなかっ
たため、居住 と就労の自由を有 していた朝鮮人であったことが 「勅令第三百五.卜二号」から

























た.大 蔵省管理局資料(1946>には 「支那事変発イ1揃に於ける朝鮮の労務 は、中南鮮地方は
過剰人口を擁 して豊富低廉なる労働市場 として、電力の豊富低廉 と相挨 って工業の勃興に寄
.与することが大 きかったのであるが、其の余剰は之 を人口希薄な西北鮮地方 に集団的に移住
せしめて、同地方の農業開発に振 り向ける方策が講ぜられたのであるが、 多数の労働力は内
地に殺到 して内地人労務者及先i1朝鮮人労務.者の職業を圧迫すると共に、治安.」.二社会..1二種 々
の困難な問題を惹起 した15と あ り、 日本政府は朝鮮半島内で労働力を人[希 薄な北部に移
動さ.せようとしたが、南部の労働者は日本 「内地」に渡航 していたことがわかる。
1910年代 から1930年代の在日朝鮮人労働者の就業構造は年代と共に変化する,,まず1910




た。大阪府における朝鮮人労働.者と日本人労働 者の 目給賃金差 は、「土工」で1Al.、「仲仕」
で4割 であり、この賃.金格差は民族差別の他に、企業規模で見ればよ り零細 な、職種で見れ
ばより周辺的な雑務に従事 していたという点が指摘 されている16。また、 日給 は日本人労働
者より安価であるにも関わ らず、「土木」 「伸仕」など、日雇い傾向の強い職種 では、一か月












朝鮮人労働者の就業構造 も工業 ・商業中心へ と移行して行 く。
1920年代から1930fi代にかけて、在 日朝鮮人に占める女子比率及び[本 で出生 した朝鮮




5.臼 本;からの 移 謹1民
口本へ 多数 の朝鮮 「外地 人」 が移 人 したの と並行 して、1900年以降は 日本 人の海 外移山 が
増 焼 して い る。表1の 在 外人 口数 を見 ると、isoo年に は総 数 ユ6万1,365人で、人数 の 多い
国/地 域 は、 ハ ワ イ(5万7,486人)、ii/(3万7,954人)、ア メ リカ本 上(3万'L,493入)
の順で 、ハ ワ イ ・アメ リカへ の農業移民 と、早期 に植 民地 とな って いた台湾 が主要な移 出先
で あった。 これが、1913年には、在外人 口総数 が75T5375人、人数の 多い国/地 域 は、朝
鮮(24万3,729人〉、 台湾(13.万3,937人)、満州 ・関 東州 ・中国(10万7,704人)と な り、
植民地 に移出す る日本人 が急増 して いる、,1935年にな ると、在 外人 口総 数{3231万3,444人
に増 加 し、朝鮮(58万3,417人)、満 州 ・関東 州 ・中国(53T6,335人)、樺 太(31万3,115
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人)を 最 多に、在外 人 ロの75%が 植民 地 に集 中 した、1935年には、南米 に おけ る在 外 人 口
数 も22.万64人に増加 してい る。fi!<からの移出民 の傾 向は、 まず はハ ワ イ ・アメ リカ本土



































































1L巳興;小 野(2(100>Rio1-1より抜 粋 作成
樹1眠 の渡航先での就業産業は、.北.米・南米などの非植民地においては、移出第一世代の
大 多数は農業でa、それは、旨本移民の安価な労働力が、移住先の生活.水準の高い農業者に












う貧窮状態であり22、朝鮮人が農業と都市下層労働 におかれていたことが 日本 「内地」への










人、家族」「外国政府の公務 を帯びて駐在する者及びこの使用人 と家族」 とあり、また第三
条で 「外国人は、当分の間、本邦に入ることができない.」と外国人の入nを 連合国最高司令
官の承認を受けた者だけに制限 している文脈か ら見て、「外国人登録令Jは 旧植民地出身者
を想定 して制定 されている。
そもそも、 日本政府は植民地出身者の国籍 をどのように考えていたのであろうか。台湾 を
A9さ せた1ss5fiの「日清lllll国講利条約」第五条zは 、住民が台湾を去 ることを認めなが
ら、「(略)本約批准交換 ノ日ヨリ.二個年ヲ猶豫スベシ但 シ右年限 ノ満チタル トキハ未ダ該地
方ヲ去ラケル住民ヲ日本国 ノ都合二因 リ日本国臣民 ト視為スコ トアルベシ..1と曖昧な表現を
している。朝鮮人に対 しては、「韓国併合条約.t第六条で 「(略〉同地二施行スル法規 ヲ遵守
スル韓人ノ身体及財産二封 シ十分ナル保護ヲ興へn.ノ 福利 ノ増進 ヲ図ルベシ」 と記すのみ
であった.併合か ら15年を経た1925年一の朝鮮総督府帝國議会説明資料では、朝鮮が.占来よ
り国籍離脱を認めず、また他国.人の朝鮮への帰化を認めていなかったことを理由に挙げ、当
時ロシアと米国が二重園籍 を認め始めたことに留意 しつつ も、国籍問題 は今後...層の検討の
必要があると保留 している。戦況が拡大するにつれて、植民地出身.者の同化政策により 「皇
RJで あることが強調 されたが、そもそも目本政府は植h地 出身者 を法文F.で「日本人」と
定義 したことはなかった。敗戦後、日本が.正式に朝鮮の独立 を承認 し、台湾σ)権利を放棄す
るサンフランシスコ講和条約発効 までは、在 目朝鮮入.と在[台 湾人は原則 日本国籍を有する
としたことが、戦前政策からの一時的な方向転換であり、実際には台湾人 と朝鮮人は外国人





在 日朝鮮人 ・台湾人の法的地位 は、南北朝鮮 に分かれた対立、国民党 と共産党の内戦、
cxR占領下日本の共産化防.止の重要性な ど、 当時の国際関係にも影響 を受け、戦後も外国
人管理 イコール治安管理という戦 前の体制が継続 された,戦 後、日本に定住 した朝鮮人は60
万から90万人 と言われ、1966年に日韓法的地位協定により 「協定永住者」、1991年に 「特
別永住者」資格が認め られたが、 日本への掃化をしない限 り、法的義務は課すが参政権は認
めないという構図が今に至っている。
1951年、現行法の 「出人国管理及び難民認定法」の前身である 「出人国管理令Jが 施行 さ
れ、 日本の入管法制 は第2節 で定義 した、「外国人登録洗」.と「串入国管理令」の二本柱と
なった25。しかし、現行法では 「外国人登録法」 である 「外国人登録令」は1947年に施行
されており、外国人に登録証の常時携帯と提示義務を課すなど、外国人を治安維持の対象と





































































































汕:戸時代末期に開国の度合いを広げた日本に移入する 「外国人労働者」 を想定 した場合、
その送 り出 し国はどこであったのか。それ は地理的に近い中国(清 国)と 朝鮮であった。そ
して、明治以降の人管法制は、欧米の経験か ら、人「.1大国で賃金低廉な中国か らの労働者移
入を規制する一方で、日本に対 して領事裁判権を・持つことがなかった朝鮮人労働者は受 け人
れていた.在 日朝鮮人労働者は韓国併合の19/0年か ら増加 し、就業構造には地域差があっ
たが、1910年代 は中小 ・零細な紡績業、製糸業、織物業、石炭鉱業、1920年代は社会 イン
フラ整備に必要な土木工、1930年代には工業 ・商業でその多くが就労 し、 日本の工業化 と都
市化で勃興 した産業下層労働市場に低賃金労働者として組み込まれていた。 日本 「内地」に
渡航す る朝鮮人労働者が増加 した理由は、朝鮮は李朝時代 より小作農の比率が高 く、南部に
潜在的余剰労働力が存在 していた.上に、 日本の植民地支配下で朝鮮人が貧窮 したためで、日
本の資本進出が朝鮮の農業生産 力を...t.げ、1930年代以降は工業化を促 したにもかかわらず、
都市上層労働には日本から移出 した在鮮[本 人が吸収 され、戦前 ・戦中は多くの朝鮮 人の経
済的恩恵とはならなかったことを物語 る。比較的早期に日本に渡航 した朝鮮人は、日本 に生
活基盤が移 り、定住志向を持っていたことは想像に難 くない。 目本社.会が多数の外国人労働
者移入を経験 したのは、1980年以降だけではない。1910年以降多数の植民地出身者が移入
し、1947年に制定 された 「外国人登録法.」は旧植民地出身者を想定 しており、外国人管理.イ
コール治安維持の側面を強 く持つ入管法制が現在まで継続される理由となっている、
以..ヒが第3節 から第6節 で明らかに したことであるが、最後に/;後の課題を提示 したい。
.まず第一に、第5節 のrl本か らの移出民 とその子孫が戦後の入管法制に与えた影響を本論
文では検証できなかった.梶 田(1999)によれば、?990年の入管法大改正において、在 目韓







出との関連と② 日本人移出民 との関連 という視点からのアプローチ を挙げたい。統計資料数
値か ら晃たa本 統治下0)朝鮮 は、対 目本ran易量 ・Lip易額、日本政府からの国庫補助/i、 在
鮮会社数 ・工場数、投 ド資本.金額、 日本からの移出民数、[本 への移入民数などの指標から
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見て、 日本にとり最 も重要な植民地拠点であったことは間違いない。第4節 、第5節 の繰 り














3本 論文では、H本 を 「内地1.口本が植民地.支配した国 ・地域を 「外地」と呼び、内地出身者を 「ri本




















「出 人 困管 理 及 び難 民 認 定 法 」 は外 事 法 で 、 効.力と して は法 律 と同 等 、 形 式 は 政 令 とい う特 殊 な形式 を
とる,.「外 国 人 登 録法 」 は 公 法 で あ る.、
中 国 人 労 働 者の 本 格 的 な海 外 移 住 は184〔}年代 に 女台ま り、 】.}咽人 労 働 者 排 斥 法 が 、 豪州(1555年}、ハ
ワ.イ(1875W).ニュ ー ジ ー ラ ン ド 〔1881年)、米国(issz年}、 カナ ダ(isss年)で それ ぞ れ施.行さ
れ、 その 後 の 移 住 先の 中 心 は 東南 ア ジア 諸 国 に移 った.
「条 約rク ハ 慣 行 二依 リ居 住 ノf=1山ヲ有 セ サ ル外 国 人 ノ居 住 及 営 業 等 二関 スル 件 ヲ定 ム』(1899)。
日本帝 国 統 計 年鑑 で はisss年:未の 在 日外 国 人総 数 は11,561人、 う ち 中国 人 が6,359人、.英国 人7,9fl5
人、%Klrl人1,279人で、 朝 鮮 人 は1S7人 と され て い る(第6節 表2>、,


















在 日朝鮮 人.人「1は統 計 資料 の 達 い で 数値 に#;=i'のば らつ きが あ り、 その 点 は先 行 研 究 で も認 識 され て い
る。 本 論文 で は 、 西成 田 〔1997>p42表H-1から数 値 を91N/した。 高野(2009)p12の表 序 一1に よ
れ ば 、1910年の 在H朝 鮮 人 数 は2,246人.1939年は361,597人で あ る。
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